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様式２ 
審議会等会議録 

審議会等の
名 称 令和６年度第２回山口市国民健康保険運営協議会 

開 催 日 時 令和７年２月６日（木曜日）１５時３０分～１７時０９分 
開 催 場 所 防長苑 ２階 孔雀 
公開・部分 
公開の区分 公開 

出 席 者 米重恵美子、吉武直樹、砂田文雄、西村敏之、水津孝志、賀屋良季、鳥居廣明、 
綿貫俊夫、市川洋一郎、安元重実、岡幸夫、中島智栄子、柳谷統子、栗林正、 
米本太郎、尾上頼子、手嶋武実、山本行政（敬称略、１８名） 

欠 席 者 阿部和雄、岸田忠朗、大田由紀（敬称略、３名） 
事 務 局 山口市健康福祉部保険年金課 
議 題 （１）令和６年度山口市国民健康保険特別会計決算見込みについて 

（２）令和７年度山口市国民健康保険事業計画（案）及び令和７年度山口市国民健康保険 
特別会計予算（案）について 

（３）令和７年度山口市国民健康保険料率（案）について 
（４）その他 

内 容 【事務局】 
定刻になりましたので、ただ今から令和６年度第２回山口市国民健康保険運営協議会

を開催いたします。まず、本日の会議における委員の出席は１８名でございまして、山口
市国民健康保険条例施行規則第５条に規定する定足数に達しておりますことから、本会
議が成立いたしますことを御報告申し上げます。 

続きまして、昨年８月に開催いたしました前回の運営協議会以降、委員の交代がござい
ましたので、保険年金課長から御紹介申し上げます。 

＜ 委員紹介 ＞ 
それでは、山口市国民健康保険条例施行規則第６条により、会議の議長は会長が務める

ことになっておりますので、栗林会長に議事の進行をお願いいたします。 
【議長】 

会長の栗林でございます。よろしくお願いいたします。 
本日は傍聴をされる方がいらっしゃいます。議事に入ります前に、まず、本会議の公開・

非公開について決定いたします。山口市では、「審議会等の会議の情報公開に関する事務
取扱要領」において、「審議会等は、その会議を公開しないことを決定したときは、その
理由を明らかにしなければならない」とされております。本会議につきましては、公開し
ない特段の理由がございませんので、これまでと同様、公開したいと思いますがよろしい
でしょうか。 

＜  異議なし  ＞ 
また、本日の会議録につきましても、これまでと同様、発言者のお名前は伏せた上で、

山口市ウェブサイトで公開いたしますので、よろしくお願いします。 
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それでは、これより議事に入ります。初めに、会議録署名委員を指名させていただきま
す。本日の会議録署名委員は、公益代表の柳谷統子委員さんと、被用者保険等代表の山本
行政委員さんにお願いします。また、会議録の調製上、発言される際には、挙手の上、指
名後にお名前をおっしゃってから発言を始めていただきますようよろしくお願いいたし
ます。なお、本日の会議は、いつもより遅い時間の開始でございます。１７時頃の終了を
予定しております。事務局の説明は簡潔に、また委員の皆様におかれましてはスムーズな
進行に御協力をお願いいたします。 

それでは、議題(１）「令和６年度山口市国民健康保険特別会計決算見込み」 について、
事務局から説明をお願いします。 
【事務局】 

まず、決算見込みのうち、補正予算等の状況と保険料の収納状況について、御説明をさ
せていただきます。 
資料の２ページを御覧ください。こちらの表は、令和７年３月の山口市議会定例会に提

出いたします補正予算案を含めました、令和６年度予算の補正等の状況につきまして、千
円単位の金額と、概要をまとめたものでございます。歳入歳出予算の総額をそれぞれ１５
９万８千円増額し、２００億８，７０５万６千円とするものでございます。 

それでは、まず、下の表の「歳出」から、主なものを御説明いたします。 
１の「総務費」につきましては、職員人件費、事務費等の今後の執行見込みの精査によ

りまして、５９６万２千円を減額するものでございます。 
２の「保険給付費」につきましては、山口県国民健康保険団体連合会へ支払う審査支払

手数料の一部が、同連合会の令和５年度の決算剰余金と相殺されることにより、支払い額
が減少する見込みとなりましたことから、１，３００万円を減額するものでございます。 

４の「保健事業費」につきましては、特定健康診査事業費等の保健事業に係る今後の執
行見込みの精査によりまして、１，０４４万円を減額するものでございます。 

６の「諸支出金」につきましては、過年度に県から交付されました保険給付費等交付金
の精算等により生じる償還金の確定及び今後の執行見込の精査によりまして、３，１００
万円を増額するものでございます。 
次に、上の表の「歳入」について御説明いたします。 
５の「県支出金」につきましては、歳出で御説明いたしました保険給付費と保健事業費

の減額に伴いまして、１，７７５万６千円を減額するものでございます。 
７－１「一般会計繰入金」につきましては、国県の基準に基づいて市の一般会計から国

民健康保険特別会計に繰り入れるものでございまして、保険基盤安定繰入金等の額の確
定及び総務費の減額に伴う職員給与費等繰入金の減額等によりまして、４，５７５万８千
円を減額するものでございます。 

７－２「基金繰入金」につきましては、８の「繰越金」が前年度からの繰越金の確定に
より６，４７７万４千円の増額となること及びその他の補正予算の状況を踏まえまして、
国民健康保険支払準備基金からの繰入額につきまして、１，５６６万２千円を減額するも
のでございます。 

９の「諸収入」につきましては、歳出で御説明いたしました保険給付費等交付金償還金
の増額に伴いまして、１，６００万円を増額するものでございます。 
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なお、ページの下に記載しておりますが、補正後の基金繰入金の予算額、６億９，４１
７万５千円を実際に繰入れた場合の、令和６年度末の基金残高は、約６億７千万円となる
見込みでございます。歳入歳出の詳細につきましては、４ページと５ページに掲載してお
りますので、後ほど御覧いただけたらと存じます。 
次に、３ページを御覧ください。国民健康保険料の収納状況でございます。令和６年１

２月末時点の収納率をお示ししております。上の表の現年分の収納率は、医療分・支援分・
介護分を合わせまして、６３.０７％でございまして、昨年度の同時期の収納率と比較い
たしますと０．２８ポイントの減少となっております。滞納繰越分につきましては、表に
お示ししているとおりでございます。なお、最終的な収納率は、令和７年５月末までの収
納額を反映して算出することとなります。 
引き続き、国保事業の取組状況等を御説明させていただきます。 
資料の６ページを御覧ください。国民健康保険料の減免・軽減の状況でございます。 
まず、令和６年度の減免の状況についてでございます。１２月末までの実績は、生活困

難や災害等を合わせまして、４２件、１７０万８，９２０円の減免を行っております。 
次に、非自発的失業者の国民健康保険料軽減措置についてでございます。１２月末まで

の実績は、特定受給資格者、特定理由離職者合わせまして１４６人でございます。 
次に、産前産後期間の国民健康保険料軽減措置についてでございます。１２月末までの

実績は、５１件でございます。 
続きまして、７ページを御覧ください。保険証の取扱いについてでございます。 
保険証に関しましては、前回８月の会議の際に御説明しておりますが、昨年１２月２日

をもって廃止となり、このことに伴いまして、短期証および資格証も廃止となったところ
でございます。１２月１日時点において交付を受けておられた世帯の状況につきまして
は、短期証が２９９世帯、資格証が２０４世帯、資格証の交付対象世帯で特別の事情があ
り、短期証を交付されていた世帯が４７世帯となっております。 
次に、保険証廃止以降の取扱いについてでございます。マイナ保険証をお持ちの方は、

マイナ保険証を使用して受診いただくこととなり、御自身の資格情報を確認することが
できる「資格情報のお知らせ」を交付しております。一方、マイナ保険証をお持ちでない
方につきましては、保険証の代わりとなる「資格確認書」を市から自動的に交付いたしま
す。この「資格確認書」を医療機関の窓口に提示することにより、これまでどおりの自己
負担割合で受診することが可能です。 
短期証および資格証の取扱いにつきましては、資料の表にありますとおり、これまで短

期証の交付対象となっていた世帯については、「資格確認書」もしくは「資格情報のお知
らせ」を交付いたします。医療機関の窓口での自己負担割合は、２割もしくは３割となり
ます。また、これまで資格証の交付対象となっていた世帯については、「特別療養費の支
給対象」となりますので、「特別療養」と記載された「資格確認書」もしくは「資格情報
のお知らせ」を交付いたします。 

「特別療養費の支給対象」となった場合は、医療機関を受診した際に窓口負担が１０割
となり、後日、市の方へ特別療養費を申請することで保険者負担分の７割もしくは８割が
払い戻しとなるものです。 

なお、米印に記載しておりますとおり、特別療養費支給対象であっても、若年被保険者
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や、「特別の事情に関する届」により保険料の滞納につき特別の事情があると認められた
世帯については、特別療養費の支給対象としないこととしております。 

続きまして、８ページを御覧ください。保険制度の適正化、居所不明調査等についてで
ございます。国保相談員の訪問による調査・指導及び郵送による健康保険等の扶養関係調
査の１２月末時点の調査実績は、資料のとおりでございます。 

続きまして、９ページを御覧ください。医療費適正化特別対策事業におけるジェネリッ
ク医薬品差額通知についてでございます。下の表に後発医薬品利用率（数量ベース）をお
示ししておりますが、１０月時点では８４．７％で、前年同時期と比較いたしますと、４．
９ポイント上昇しております。 

続きまして、１０ページを御覧ください。保健事業の実施状況についてでございます。 
まず、特定健康診査の進捗状況でございます。平成３０年度から令和５年度までと、令

和６年度の１２月末時点の実績をお示ししております。受診率を表の太線で囲った箇所
にお示ししておりまして、１２月末時点の受診率は１５．９％となっております。 

続きまして、１１ページを御覧ください。特定健康診査の受診率向上対策として、①か
ら⑧の取組を行っております。③の集団健診の実施についてでございますですが、令和６
年度より、全国健康保険協会山口支部様との事業連携により、これまで集団健診の未実施
期間でありました８月と９月に商業施設で実施しておりまして、２６人の受診があった
ところです。 

１２ページ⑤の４０歳からの特定健診につなげる取組についてでございますが、昨年
までは３９歳になる方に「若い世代のヘルスチェック」の案内を送付しておりますが、今
年度は３５歳から３９歳になる方に対象者を拡大し、健康意識の向上を図っております。 

続きまして、１３ページを御覧ください。特定保健指導の進捗状況でございます。１２
月末時点で、実施率は１１．８パーセント、実施者数は５４人となっております。 

続きまして、１４ページを御覧ください。人間ドック等の実施状況についてでございま
す。１１月時点で、昨年同時期と比べまして、④の簡易脳ドックの受診者は増加、それ以
外の人間ドック・任意検査・歯周疾患健診は減少しております。 

続きまして、１５ページを御覧ください。医療費通知・柔道整復施術療養費通知の状況
でございます。令和６年１１月分までの延べ送付件数は、７万１，５６０通でございます。 
次に、重症化予防事業の実施状況でございます。 
まず、糖尿病性腎症重症化予防事業でございます。令和６年度は５名の方が事業に参加

され、それぞれ、市内の医療機関において保健指導が進められているところでございま
す。 
次に、糖尿病治療中断者及び健診異常値放置者への受診勧奨でございます。糖尿病治療

中断者９名に受診勧奨を行いましたところ、２名の方が受診され、また、健診異常値放置
者１２０名に受診勧奨を行いましたところ、５名の方が受診されたところでございます。 

以上で、議題(１)令和６年度山口市国民健康保険特別会計決算見込みについての説明
を終わります。 
【議長】 

ただ今、事務局から説明がございました。まず、議題(１)に関連する事前質問について、
事務局から回答をお願いします。 
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【事務局】 
お手元に配布いたしております、「事前質問に対する回答」の１ページを御覧くださ

い。議題(１)について、４点の御質問をいただいております。 
１点目は、資料５ページの令和６年度決算見込み歳出事項別明細書の中ほどに記載し

ております、款２保険給付費、項１療養諸費、目３審査支払手数料につきまして、当初
予算と比較して約４０％減額予定となっているのはなぜか、との御質問です。 
先ほど２ページの補正予算等の説明で少し触れましたが、改めて御説明いたします。

審査支払手数料は、診療報酬の審査支払業務に係る手数料として、山口県国民健康保険
団体連合会へ支払うものですが、国保連合会は本市を含む構成団体からの負担金により
運営されている団体でございます。この国保連合会の、令和５年度の診療報酬審査支払
特別会計において剰余金が生じましたことから、その処分について、総会において令和
６年度の審査支払手数料と相殺することが決定され、令和６年９月請求分から実施され
たことによりまして、支出額が大幅に減少する見込みとなったものです。なお、本市の
相殺額は１，４６８万４，４１６円でございます。 

２点目は、資料３ページの国民健康保険料(税)の収納状況につきまして、滞納繰越分
のうち退職被保険者の収納率が前年１２月末時点と比べかなり低調となっていることに
つきまして、「滞納繰越者自体の数が減っている、分割での納付をされているなどある
と思うが、一般被保険者についてもわずかながら減っているところを見ると納付が難し
い状況がある。物価高騰や様々な社会情勢もあるのかと想像するが、どのように受け止
めているのか。」との御質問でございます。 
退職者医療制度につきましては、現在では廃止となっておりまして、滞納繰越額は

年々減少しておりますが、調定額が約２８０万円と少なくなっていることや、一般被保
険者と退職被保険者を区分けすることなく滞納整理を進めていることなどによりまし
て、滞納被保険者の収納率については、各年度間で変動が生じているものでございま
す。また、一般被保険者につきましても、前年同月時点との比較で収納率が低くなって
おりますが、御案内のとおり、物価高騰や様々な社会的要因が収納率に影響を及ぼして
いるものと考えております。そのような状況にありましても、保険制度の維持や負担の
公平性の観点から、納付勧奨や納付相談などに取り組み、保険料の確保に努めてまいり
たいと考えております。 

続きまして、回答資料の２ページを御覧ください。 
３点目は、保険証廃止につきまして、「政府の広報などによりマイナ保険証への切り

替えが必要と勘違いされている方もおられる。市への問合せや相談は何件あったか。」
との御質問でございます。 
マイナ保険証への切り替えについての問合せや相談の件数は記録しておりませんが、

問合せ等をいただいた際の説明といたしまして、マイナンバーカードやマイナ保険証を
お持ちでない方に対しましては、従来の保険証の有効期限を迎えるまでに資格確認書を
市から自動的に郵送すること、また、その資格確認書を医療機関等の窓口で提示するこ
とにより、これまでどおりの負担割合で受診することが可能なことをお伝えし、御理解
をいただいているところです。今後も被保険者の皆様が安心して保険診療を受けられる
よう、引き続き、市報や市ホームページ、チラシ等で周知に努めてまいります。 
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４点目は、ジェネリック医薬品差額通知につきまして、「差額通知書の送付は２００
円以上の差が生じる場合としているが、はがきでの郵送も、物価高、郵便料金引上げで
費用対効果という点で２００円という基準の変更が必要ではないか。また、後発医薬品
利用率が高水準で推移しており、市民の関心も高まったといえる。差額通知の頻度を減
らす、または見送る、などして職員の事務量を減らしてもいいのではないか。」との御
質問でございます。 
差額通知書の作成・発送につきましては、山口県国民健康保険団体連合会に委託し、

実施しておりまして、通知する金額等の抽出条件は、山口県、山口県医師会及び山口県
国民健康保険団体連合会の協議により決定されておりますため、本市独自の条件設定は
できないところです。また、差額通知は、処方されている先発医薬品を後発医薬品に変
更すると、どの程度の薬代が削減できるのかをお知らせするもので、送付のタイミング
は年４回ございますが、１人の対象者に対しての送付回数は年１回としております。後
発医薬品への変更を検討するきっかけとして効果的な役割を担っているものと認識して
おりまして、医療費適正化を促進するための重要な事業として国費や県費の財源も確保
できますことから、引き続き、現行どおり実施したいと考えております。 

事前質問に対する回答は以上でございます。 
【議長】 
 その他御意見、御質問はございませんか。 
【Ａ委員】 
資料７ページの保険証の取り扱いのところで、短期証、資格証の対象世帯の御説明、特

別療養費支給対象世帯という言葉がありました。この交付世帯が増えているのか減って
いるのかというのは、あまり評価ができないと思うのですが、そういう場合に、手遅れに
なってはいけないなと思います。だからこそ緊急医療受診対応というのがあるのだとは
思うのですが、こういう世帯や、保険料をちゃんと収めている世帯でも、生活が苦しいか
ら手遅れになっている事例があるのではないかと思います。手遅れ死亡例、例えば初診か
ら半年以内で亡くなった数などを担当として把握されているのか。こういう保険証の取
り扱いや保険料を引き上げて市民の暮らしを圧迫するということが手遅れにつながらな
いように、初診から半年内の死亡例ということに対して関心を寄せた方がいいのではな
いかと思うのですが、どうでしょうか。 
【事務局】 
 質問にお答えいたします。初診から亡くなるまでが半年以内の方の集計はできるのか
どうかというところに関しては、把握できるかどうか不明でございますので、お答えでき
ないところでございます。ただ、保険証が短期保険証等になってなかなか病院に行かな
い、病院の受診控えをして手遅れになって病気が悪化するということがないように、とい
う御意見かと思います。この辺につきましても、徴収部門の収納課とも連携し、保険料が
払えない場合は払えない理由等を聞き取りながら、特別な事情がある方に該当すれば７
割もしくは８割で受診できる保険証の交付をいたしておりますことから、その辺も踏ま
えて、きめ細やかな対応で、受診控えで手遅れにならないような対応をとっていきたいと
考えております。 
【議長】 
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 他にはございませんか。無いようでございます。 
 それでは、議題（２）「令和７年度山口市国民健康保険事業計画案及び 令和７年度山口
市国民健康保険特別会計予算案 」について、事務局から説明をお願いします。 
【事務局】 

それでは、まず、令和７年度山口市国民健康保険事業計画（案）につきまして御説明さ
せていただきます。 

１８ページを御覧ください。令和７年度山口市国民健康保険事業計画（案）といたしま
して、国民健康保険に関する主要な事業をお示ししております。 

まず、被保険者の皆様の疾病予防・早期発見・早期治療の推進を図っていくための事業
でございます。１の「特定健康診査事業・特定保健指導事業」につきましては、令和６年
度と同様の取組みを進めていくことを基本とし、特定健康診査および特定保健指導、ま
た、特定健診の受診率向上対策としての受診勧奨などを実施してまいります。 

特定健診の④でございますが、集団健診の実施につきまして、昨年度から山口県健康づ
くりセンターに会場を変更し、実施しておりまして、昨年度は１００名、今年度は１２７
名の受診があったところでございます。これまでの午前中のみの実施時間ですと受け入
れが難しい人数となってまいりましたので、来年度は午後まで時間を延長しまして、受診
機会の拡充を図ってまいりたいと考えております。 
次に２の「疾病予防推進事業」につきましては、引き続き、人間ドック、簡易脳ドック、

歯周疾患健診を実施いたしますとともに、医療費通知の送付に取り組むことといたして
おります。 
ひとつ飛ばしまして、１９ページを御覧ください。 
４の「生活習慣病等の重症化予防事業」につきましては、引き続き、生活習慣病が重症

化するリスクがある方を対象に、保健指導や医療機関の受診勧奨を実施いたすこととし
ております。 
次に、保険制度の適正な運営を図っていくための事業でございます。１から５にお示し

しております、保険給付事務、賦課事務のほか、各種事業を令和６年度と同様に実施して
まいります。以上で、令和７年度事業計画案の説明を終わります。 

続きまして、２０ページを御覧ください。こちらのページは令和７年４月からの制度改
正についてお示ししております。いずれも、国民健康保険法施行令の改正に伴うものでご
ざいまして、今週、改正政令の公布が予定されているところでございます。山口市国民健
康保険条例の改正を伴いますことから、令和７年３月の山口市議会定例会へ、条例改正の
議案を提出する予定でございまして、予め内容を御説明するものでございます。 

まず、賦課限度額の引上げについてでございます。賦課限度額は、保険料に上限額を設
けるものでございますが、高齢化や医療の高度化等により今後も医療費の増加が見込ま
れる中、保険料率の引上げだけで必要な保険料収入を確保した場合、高所得者層の負担は
変わらないまま、中間所得層の負担が重くなりますことから、中間所得層の負担をできる
限り緩和するため、国民健康保険法施行令が改正され、賦課限度額が引き上げられるもの
でございます。これに伴い、医療分の賦課限度額を６５万円から６６万円に、後期高齢者
支援金等分の賦課限度額を２４万円から２６万円に引き上げ、令和７年度の保険料から
適用するものでございます。 
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この制度改正による影響といたしましては、保険料の額は前年の所得や世帯構成等に
より変動いたしますが、令和６年度の賦課状況から推計をいたしますと、被保険者 1名の
世帯の場合、所得額が約６９０万円以上の世帯が引上げの対象となり、賦課限度額が影響
する世帯は全体で約３３０世帯、制度改正による保険料の増加額は７５０万円程度を見
込んでおります。 
次に、軽減判定所得基準額の引上げについてでございます。国民健康保険料には、所得

の低い世帯への保険料軽減措置としまして、所得に応じて均等割額と平等割額を７割・５
割・２割軽減する制度がございます。この軽減措置の基準につきまして、経済動向等を踏
まえ、軽減対象世帯の拡充を図る方向で国民健康保険法施行令の改正が行われ、５割軽減
と２割軽減の基準額が引き上げられるものでございます。これに伴い、軽減判定所得基準
額の計算において被保険者数等に乗じる額を、５割軽減は１万円、２割軽減は１万５千円
引き上げ、令和７年度の保険料から適用するものでございます。 

この制度改正による影響といたしましては、令和６年度の賦課状況から推計いたしま
すと、拡充の対象となる世帯は約１３０世帯、制度改正による保険料の減少額は５２０万
円程度と見込んでおります。 
引き続き、令和７年度山口市国民健康保険特別会計予算（案）について、御説明させて

いただきます。 
２１ページを御覧ください。予算につきましては、近年、予算編成の段階で支出に対し

て収入が不足する年が続いております。令和６年度までは、不足する収入の全額を基金繰
入金により補うことで収入と支出の均衡を図る予算としておりましたが、基金残高の減
少等を踏まえまして、令和７年度は、保険料率の改定、引上げによりまして、保険料収入
の増収を図ることを前提とした予算案としております。保険料率の改定の詳細につきま
しては、後ほど、議題３で御説明させていただきますが、ここでは、改定後の保険料率に
よる予算案について御説明をいたします。 
下の表は、令和７年３月の山口市議会定例会に提出いたします令和７年度予算案につ

きまして、千円単位の金額と、概要をまとめたものでございます。まず、上の表の「歳入」
について、主なものを御説明いたします。 

１の「保険料」と、２の「保険税」につきましては、合わせて、３１億７，４７５万４
千円を計上しております。令和６年度当初予算と比較いたしますと、８，５９９万１千円
の増額となっております。これは、保険料率改定による増加と、被保険者数の減少等によ
る減少を合わせた増減額でございまして、保険料率の改定による増加額は、約１億９千万
円と見込んでおります。 

４の「国庫支出金」につきましては、令和８年度から開始が予定されております子ども
子育て支援金制度に係るシステム改修の補助金を計上しております。 

５の「県支出金」につきましては、保険給付に要する費用として県から交付される保険
給付費等交付金などでございます。令和６年度当初予算と比較いたしますと、４億４，１
８０万４千円の減額となっております。これは、歳出の方で御説明いたします保険給付費
の減額等によるものでございます。 

７－１「一般会計繰入金」につきましては、国県の基準に基づいて行う一般会計からの
繰入金でございます。令和６年度当初予算と比較いたしますと、２，００８万７千円の増
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額となっております。これは主に、保険料率の改定に伴い、所得の低い世帯の保険料の軽
減等に係る保険基盤安定制度の繰入金が増加することによるものでございます。 

７－２「基金繰入金」につきましては、収入と支出の均衡を図るため、国民健康保険支
払準備基金からの繰入金として２億１５７万６千円を計上しております。 
次に、下の表の「歳出」について、主なものを御説明いたします。 
１の「総務費」につきましては、国民健康保険の資格・給付、賦課・徴収事務に係る職

員人件費や事務費等でございます。令和６年度当初予算と比較いたしますと、１，０５３
万円の増額となっております。これは、郵便料金の改定に伴う通信運搬費の増加や、職員
の給与改定に伴う職員人件費の増加等によるものでございます。 

２の「保険給付費」につきましては、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、
必要な保険給付を行う、療養給付費等の療養諸費や高額療養費等でございます。令和６年
度当初予算と比較いたしますと、４億８，２１０万８千円の減額となっております。これ
は、過去の支給実績や被保険者の減少等を考慮して見込んだものでございます。 

３の「国民健康保険事業費納付金」につきましては、県に納付するもので、県から示さ
れた額を計上しているものでございます。令和６年度当初予算と比較いたしますと、３億
５，００１万２千円の減額となっております。 

４の「保健事業費」につきましては、特定健康診査事業や、特定保健指導事業等の各種
事業に要する費用でございます。 

６の「諸支出金」につきましては、保険料等還付金や、保険給付費等交付金償還金など
でございます。令和６年度当初予算と比較いたしますと、１，６００万円の増額となって
おります。これは、令和６年度の実績を踏まえ、保険給付費等交付金償還金の予算を増額
したものでございます。 

以上、歳入歳出予算の総額は、それぞれ１９２億７，０３５万３千円でございます。令
和６年度当初予算と比較いたしますと、８億１，５１０万５千円の減額となっておりま
す。減額の主な要因といたしましては、歳出予算の保険給付費につきまして、被保険者１
人当たりの医療費は増加傾向にございますものの、過去の給付実績や被保険者の減少等
を考慮し、支出の減少を見込んだことと、同じく歳出予算の国民健康保険事業費納付金に
つきまして、県から示される納付金の額が減少したことによるものでございます。 

なお、保険給付費は、歳出総額の７割以上を占めておりますが、保険給付費の大部分を
占める療養諸費と高額療養費につきましては、基本的に歳入の５「県支出金」の保険給付
費等交付金により全額が県から交付されますことから、収支には直接的な影響は及ぼさ
ないものとなっております。 

以上が令和７年度の予算案でございます。 
このたびの予算編成に当たりましては、保険料率につきまして、据え置く可能性も含め

て、検討を行ったところでございます。現行の保険料率で予算を試算いたしますと、約４
億６千万円の財源不足となる見込みでございまして、この全額を基金繰入金で補填しま
した場合には、大幅に基金残高が減少するという状況でございました。このようなことか
ら、保険料率の引上げにより、保険料と一般会計繰入金の合計で約２億６千万円の増収を
見込み、残りの不足額約２億円を基金繰入金により補填する予算案としたものでござい
ます。 
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なお、歳入歳出予算案の詳細につきましては、２２ページと２３ページに掲載しており
ますので、後ほど御覧いただけたらと存じます。 

以上で、議題(２) 令和７年度山口市国民健康保険事業計画（案）及び令和７年度山口
市国民健康保険特別会計予算（案）についての説明を終わります。 
【議長】 
 ただ今、事務局から説明がございました。議題(２)に関連する事前質問について、事務
局から回答をお願いします。 
【事務局】 
 それでは、お手元に配布いたしております、「事前質問に対する回答」の３ページを御
覧ください。議題(２)のうち令和７年度予算(案)について、４点の御質問をいただいてお
ります。 

まず１点目、①－１は、歳出の事業費納付金が前年度と比較して減額となる理由につい
ての御質問でございます。 

事業費納付金の額は県において算定されておりますが、医療分につきましては、１つ目
として、被保険者数の減少により、事業費納付金の算定基礎となる保険給付費の総額が減
少したこと、２つ目として、被保険者に占める前期高齢者の増加により、前期高齢者交付
金の額が増加したこと、この前期高齢者交付金は、社会保険診療報酬支払基金から都道府
県国保へ交付されるものでございまして、交付金が増えますと事業費納付金が減る仕組
みとなっております。３つ目といたしまして、県が事業費納付金を県内市町へ割り当てる
際に、県の激変緩和基準に基づき、本市の納付金が約５，６００万円減額されたこと、こ
の３つが主な要因でございます。後期分、介護分につきましては、国が算定する県全体の
納付金額の減少が主な要因でございますが、後期分につきましては、医療分と同様に、県
の激変緩和基準に基づき、本市の納付金が約２，８００万円減額されております。 

２点目の御質問は、保険料率を引き上げることによる増収は、引き上げなかった場合と
比較していくらになるのか、との御質問でございます。 

保険料率を引き上げた場合に増加する収入には、保険料と一般会計繰入金の保険基盤
安定繰入金がございます。現行の保険料率を据え置いた場合と比較いたしますと、この２
つの合計で約２億６千万円の増収になると見込んでおります。内訳につきましては、資料
に記載しているとおりでございます。 
 ３点目、①－３は、基金繰入金についての御質問です。「基金繰入金は例年当初予算よ
り決算が数億円引き下がる。収入の予算に余裕を持たせて予算案を立てることによるも
のだ。基金はその時の加入者の保険料で積み立てられたものであり、財政を安定的に運営
するものであって、後年世代の保険料引下げに使われるものであってはならない。「山口
市基金の設置、管理及び処分に関する条例」では、山口市国民健康保険支払準備基金の設
置目的は「国民健康保険事業の健全な運営に資するため」、処分することができる場合は、
(1)国民健康保険事業費納付金の納付の財源に充てるとき、(2)保健事業に要する経費の
財源に充てるとき、(3)国庫支出金、県支出金等の償還等の財源に充てるとき、の３つで
あり、後年の保険料抑制は目的ではない。条例に照らして、基金保有のこれまでの説明と
の整合はどうか」との御質問でございます。 
基金からの繰入金につきましては、条例の規定に基づき、国民健康保険事業費納付金の



- 11 - 

納付に充てるものでございます。これにより、保険料で確保する対象の事業費が減り、保
険料の賦課総額が減少いたしますことから、その結果、基金からの繰入がない場合と比較
いたしまして保険料率を低く抑えることが可能となるものでございます。 
 続きまして、回答資料の４ページを御覧ください。 

４点目は、基金繰入金の額についての御質問です。「令和６年１２月の山口市議会定例
会一般質問において、令和７年度以降に急激な引上げとならないよう段階的にというこ
とで、基金を繰り入れながらも保険料を引き上げていくとの答弁があったが、予算案を見
ると、基金の繰り入れが約２億円となっている。社会情勢として物価高騰やガソリンの高
騰、令和７年度からは水道料金も引き上げされる等、市民の生活はかなり厳しい状況とな
っているが、この２億円という繰入額はどのように検討し提案されたのか。また、保険料
の引上げ率について、急激に引き上げないということも踏まえつつ、来年度以降の中長期
的な観点から令和７年度の予算案を提案されているのか」との御質問でございます。 

令和７年度の基金繰入金の額につきましては、令和６年度末の基金残高の見込みと、令
和８年度以降も保険料率の引上げが必要となる可能性が高いという見通しの下、１つ目
として、基金繰入金を一定程度活用することで単年度の引上げ幅を抑制することとし、目
安として、県内他市における保険料率の改定例を参考に、所得割の引上げ幅を医療分、支
援分、介護分の合計で１％未満とすること、２つ目として、令和７年度から概ね３か年に
わたり基金繰入金を活用した保険料の激変緩和を行うことが可能な繰入額とすること、
３つ目として、不測の財源不足に備えて、１億円～２億円程度の基金残高を維持するこ
と、この３点を基本的な考え方として検討いたしました。令和６年度末の基金残高につき
ましては、概ね６億７千万円から８億６千万円程度と見込んでおりまして、そこから最終
的に維持する基金残高の１億円～２億円を除いた額を概ね３か年の激変緩和の財源とし
て想定いたしますと、令和７年度の基金繰入額につきまして２億円程度が適当と考えて
おりまして、このたびお示しした保険料率案及び基金繰入額を設定したものでございま
す。 
 事前質問に対する回答は以上でございます。 
【議長】 
 それでは、その他の御意見、御質問はございませんか。 
【Ａ委員】 
 回答資料の４ページで、基金残高については６億７千万円から８億６千万円程度見込
んでいるとあり、２億円くらいの差があります。いつも基金繰入金を多く見積もっている
けれども、そこまではかかっていません。この２億円の幅は、どうしても保有しなくては
いけないものか、もっと精密に計算して出すことができないのかということについては
どうですか。 
【事務局】 
 御質問にお答えいたします。歳出につきましては、特定健診や人間ドックの受診者数に
よって歳出の規模が変わってきます。最終的に１２月末まで人間ドック等を受診できる
ため、なるべく多くの方に受診してもらいたいというところからその辺の予算を確保し
ているところではございますが、終わってみると受診率が低くてそこまで使わなかった
ということがございます。歳入につきましては、２２ページの款５県支出金、県補助金、
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保険給付費等交付金、特別交付金の中の３「県繰入金２号」について、令和６年度の予算
では８千６百万円、新年度では１億３千万計上しています。これは、県の一般会計から県
の国保特別会計に保険給付費の約３％が繰り入れられ、各市町の事業に交付された後、余
りを県が各市町に年度末に配分してくれるものです。今までは、余るか余らないか分から
ないものをそのまま予算に組んで実はもらえなかったとなってはいけないので、あまり
予算に見込んでいなかったところ、決算で１億円ぐらい入ってきていたものございます。
県に確認いたしましたところ、今後も絶対に交付できるという確約はもらえませんでし
たが、令和７年度の予算編成にあたっては交付されると想定して計上しています。その辺
りの事情が大きく、決算で基金繰入額が減少していましたが、来年度については、保険料
率のこともございますので、かなり精度を高めていっているところでございます。 
【議長】 
 その他御意見、御質問はございますか。無いようでございます。 

それでは、議題（３）「令和７年度山口市国民健康保険料率案」について、事務局から
説明をお願いします。 
【事務局】 
 それでは、令和７年度山口市国民健康保険料率（案）について、御説明をさせていただ
きます。 
 資料の２６ページを御覧ください。先ほど予算案で御説明いたしましたとおり、令和７
年度は保険料率の改定を予定しております。こちらのページで概要を御説明いたしまし
た後に、別冊資料にて、改定の背景等につきまして、詳しく御説明をさせていただきます。 
 国民健康保険の保険料率につきましては、将来的には都道府県単位で保険料水準を統
一するという国の方針が示されておりますが、山口県はまだその段階にはございません
ので、県が示す標準保険料率を参考に、各市町で決定することとなっております。また、
保険料率の決定に当たりましては、保険料率を条例に直接規定する方式と、保険料の全体
額に対する所得割、均等割、平等割の割合を条例に規定し、決定した保険料率を告示する
という方式がございますが、本市は告示方式を採用しておりまして、条例において、所得
割が５４％、均等割が２９％、平等割が１７％と、割合を定めているところでございます。 

本市ではこれまで、平成２４年度から１３年間にわたり、保険料率を据え置いてまいり
ました。この間、収入が不足する年もございましたが、予算編成の際には、不足額に相当
する額を国民健康保険支払準備基金からの「基金繰入金」として歳入予算に計上すること
で収入と支出の均衡を図り、また、実際に予算を執行する段階においては、前年度からの
繰越金と基金繰入金で収入の不足を補填してまいりました。その結果、前年度繰越金と基
金残高は年々減少しておりまして、従来の対応を今後も続けました場合には、近い将来に
これらの調整財源がなくなり、その時点で保険料率を大幅に引上げる必要が生じる可能
性が高い状況となっております。また、令和８年度からは、子ども・子育て支援金制度の
開始も予定されておりまして、子ども・子育て支援金制度に係る保険料が新たに発生する
こととなっております。このような現状を踏まえ、中長期的な保険料の負担の増加を見通
しますと、今後はこれまでのように保険料率を据え置くことは困難と考えておりまして、
令和７年度以降の保険料率が急激な引上げとなることのないように、令和７年度の保険
料率を設定するという考えの下、このたび引き上げの改定を行うこととしたものでござ
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います。 
令和７年度の保険料率の設定に当たりましては、先ほどの御質問への回答とも重なり

ますが、不足する収入の全てを保険料率の引上げで確保するのではなく、基金繰入金を一
定程度活用することで単年度の引上げ幅を抑制することといたしまして、目安として、県
内他市における保険料率の改定例を参考に、所得割の引上げ幅を医療分、支援分、介護分
の合計で１％未満、一人当たり平均保険料の増加を１万円未満に抑えること、そして、令
和７年度から概ね３か年にわたり基金繰入金を活用した保険料の激変緩和を行うことが
可能な基金繰入額とすること、不測の財源不足に備えて１億円～２億円程度の基金残高
を維持すること、の３点を基本的な考え方として検討いたしました。具体的な保険料率の
案につきましては、下の表にお示ししているとおりでございます。 
 それでは、もう一つの資料、議題３別冊資料により、改定の背景等につきまして御説明
をいたします。別冊資料の１ページを御覧ください。最初に、保険料のしくみについて、
概略を御説明いたします。上の図、国民健康保険特別会計の予算構成は、令和７年度予算
案を例といたしまして、歳入歳出それぞれの予算費目の構成割合を図に表したものでご
ざいます。国民健康保険は、平成３０年度からの都道府県単位化により、現在は県と市町
が共同で運営する形となっておりまして、大まかに言いますと、市は被保険者から保険料
を徴収して県へ事業費納付金を納め、県は保険給付に必要な額を市町へ交付する、という
しくみになっております。保険料の全体額、賦課総額は、歳出の総額から、図の左端の総
務費、これは保険運営に係る一般事務費ですが、この部分を除いた額から、歳入の国・県・
市の補助金や交付金、繰入金などを差し引いた額となりますが、実際には、歳出の大部分
を占める保険給付費の上の点線で囲った部分、医療給付費約１４０億円につきましては、
全額が県から普通交付金として交付され、収支に影響いたしませんので、右側の、下に太
線で囲って「事業費納付金等」とお示ししております部分が、保険料及び保険料率の算定
に影響する金額となります。なお、事業費納付金の額は、毎年１月初旬に県から次年度の
医療分、支援分、介護分それぞれの額が通知されることとなっております。 
次に、ページの左下、保険料の種類と対象者でございますが、保険料には医療給付に係

る医療分と、後期高齢者支援金等の納付に係る支援分と、介護保険料に相当する介護分の
３種類があり、それぞれに、被保険者個人の所得に応じて負担いただく所得割と、被保険
者の人数に応じて負担いただく均等割、世帯ごとに負担いただく平等割がございまして、
世帯の合計額をまとめて世帯主の方にお支払いいただくこととなっております。なお、介
護分につきましては、介護保険第２号被保険者である４０歳から６４歳までの方のみが
対象となっております。 
次に、ページ右下の保険料率の算定方法でございます。医療分の例で御説明いたします

と、事業費納付金等から国・県・市の補助金等の収入を差し引いた残りの額が保険料の賦
課総額、全体額となりまして、それを所得割５４％、均等割２９％、平等割１７％の割合
で分け、それぞれの総額を、平等割は世帯数で割り、均等割は被保険者数で割り、所得割
は被保険者の所得の合計額で割って、保険料率を算出することとなっております。 
 以上が、保険料の大まかなしくみでございます。 

それでは、次の２ページを御覧ください。ここからは、保険料率の改定に至る背景につ
きまして、御説明いたします。こちらのグラフは、被保険者数と保険料総額の推移でござ
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います。縦の棒グラフが各年度の保険料総額を左の軸により千円単位で示したもの、折れ
線グラフが被保険者数を右の軸により示したものでございます。なお、表の下に、保険料
総額は決算額、被保険者数は年平均と記載しておりますが、令和６年度につきましては、
予算額と年平均の見込み数を使用しております。御覧のとおり、被保険者数は、人口減少
や団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行、被用者保険の適用拡大等を背景に、年々減
少しておりまして、保険料総額も同様に年々減少しております。このことから、保険料収
入の減少の主な要因が被保険者数の減少であることがうかがえます。 
次の３ページを御覧ください。こちらのグラフは、保険料総額と一人当たりの年間の平

均保険料の推移でございます。丸の折れ線グラフが先ほど棒グラフでお示しした保険料
総額を示したもの、四角の折れ線グラフが一人当たりの保険料を右の軸により円単位で
示したものでございます。一人当たりの保険料は、年によって増減がございますが、平成
２４年度と比較してあまり大きく変わっていないことがわかります。このことからも、保
険料率が変わらない状況においては、被保険者数の減少により保険料収入が減るという
ことがわかります。 
 次の４ページを御覧ください。こちらのグラフは、一人当たりの年間の平均医療費の推
移でございます。ここでの医療費とは、保険の給付と自己負担を合わせた１０割の額のこ
とでございます。グラフ中央の、丸の折れ線グラフが本市国保の一人当たり医療費、重な
っている四角の点線のグラフが県内市町全体の平均額、一番下の四角の二重線のグラフ
が保険給付費、保険から支払った額で、いずれも左の軸により円単位で示しております。
また、参考といたしまして、三角の折れ線グラフで医療費の総額を、右の軸により千円単
位でお示ししております。御覧のように、医療費の総額は年によって増減がございますも
のの、平成２７年度以降はゆるやかな減少傾向が見られますが、一人当たりの医療費は、
平成２４年度の約３８万円から、令和５年度には５０万円を越え、約１．３倍に増加して
おります。また、保険給付費では、１．４倍に近い増加となっております。一人当たりの
医療費の増加は、本市に限ったことではなく、全国的な傾向でございまして、県内市町全
体のグラフとほぼ重なっていることからも、そのことがわかります。このような一人当た
りの医療費の増加は、一般的に、医療の高度化や、被保険者の高齢化が主な要因と言われ
ております。 
 次の５ページを御覧ください。こちらのグラフは、一人当たりの医療費の推移を、年齢
層で分けて棒グラフで示したものでございます。３つの棒グラフのうち、左の黒い棒グラ
フが被保険者全体、中央のグレーが０歳から６４歳まで、右の斜線が６５歳から７４歳ま
での被保険者の平均医療費でございます。一人当たりの医療費は、全国的に高齢者では特
に高い傾向がございます。本市国保におきましても、６５歳以上の高齢者と、それ以外の
被保険者とで比較いたしますと、６５歳以上の高齢者の方が約１．８倍高い額となってお
ります。 
次の６ページを御覧ください。こちらのグラフは、被保険者の年齢構成の推移を示した

ものでございます。御覧のように、被保険者全体に占める若い世代の割合は年々減少して
おりますが、６５歳以上の高齢者の割合は、平成２４年度には約４割であったところ、令
和５年度には５割を超えております。このような状況から、被保険者に占める高齢者の割
合が増えていることが、一人当たりの医療費が増加している１つの要因と考えられます。 
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次の７ページを御覧ください。こちらのグラフは、各年度の国民健康保険特別会計の単
年度収支と、収入不足を補ってきた繰越金と基金残高の推移を千円単位で示したもので
ございます。 
黒の棒グラフが単年度収支でございまして、上に延びているものが黒字、下に延びている
ものが赤字でございます。白の棒グラフは赤字の補填に充てた前年度繰越金の額、斜線の
棒グラフは赤字の補填に充てた基金繰入金の額です。令和６年度、７年度の額は、現時点
の見込みの額を記載しております。また、折れ線グラフは、丸の線が翌年度への繰越金の
額、四角の二重線が基金残高、三角の点線がその２つを合計した額でございます。これま
でに御説明してまいりましたように、一人当たりの保険料が大きく変わらない中で、一人
当たりの保険給付費は右肩上がりに増えておりますことから、本市国保の財政運営は大
変厳しい状況にございます。県単位化後の平成３０年度以降で見ますと、令和４年度を除
き、単年度収支の赤字が続いております。これらの赤字額は、令和４年度までは前年度か
らの繰越金により、令和５年度からは繰越金と基金繰入金により補填してまいりました。
御覧のとおり、繰越金と基金残高はともに年々減少しておりまして、今後はこれまでのよ
うに不足する収入の全額を繰越金や基金繰入金で補填することは難しくなると見込まれ
ます。また、被保険者数の減少と一人当たり医療費の増加という傾向は今後も続くと予想
されますので、現時点では、収支が改善する見込みがない状況でございます。このような
状況から、保険料率の引上げにより保険料収入の増加を図り、事業運営に必要な収入を確
保する必要があるとの判断に至ったものでございます。 
 次に、８ページを御覧ください。保険料率改定の検討に当たりましては、不足する収入
額を全て保険料率の引上げにより確保することや、令和８年度から引上げる可能性等も
含めまして、複数のケースでの検討を行ったところでございます。こちらにお示ししてお
りますのは、保険料率の引上げのみで不足する収入を確保する場合の保険料率でござい
ます。基金繰入金などの補填財源が全くない場合には、このような保険料率となります。
右下が令和６年度と比較した増加額等の、医療分・支援分・介護分の合計となっておりま
す。所得割は合計で１．８％、均等割は一人当たりの年額で６，４００円、平等割は一世
帯当たりの年額で２，３００円の増加、一人当たりの平均保険料で見ますと、年間約１万
５千円の増加となりまして、被保険者の皆様の保険料の負担が大きく増加することとな
ります。市といたしましては、できる限り被保険者の皆様の負担が急激に増加することの
ないよう、令和９年度までの３年間を目安に、不足する収入の全てを保険料で確保するの
ではなく、一部を基金繰入金により補填することで、単年度の増加額を緩和しながら、最
終的に適正な保険料率、すなわち、基金繰入金による補填なしに収支が均衡する保険料率
に近づけてまいりたいと考えております。 
次の９ページを御覧ください。こちらが、引上げ幅の緩和を図った、令和７年度の保険

料率案でございます。医療分・支援分・介護分の合計を令和６年度と比較いたしますと、
所得割は０．９％、均等割は一人当たりの年額で４，３００円、平等割は一世帯当たりの
年額で１，２００円の増加、一人当たりの平均保険料で見ますと、年間約９，６９０円の
増加となっております。先ほどの、基金からの繰入がない場合の保険料率と比較いたしま
すと、引上げ幅は２分の１から３分の２程度に抑制されております。どの程度の引上げ幅
が適切か、どの程度であれば許容できるのかということにつきましては、いろいろな御意
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見があるかと存じますが、他市における改定例等も参考にいたしまして、所得割の引上げ
幅を医療分・支援分・介護分の合計で１％未満、一人当たり平均保険料の増加を１万円未
満に抑えることを目安といたしました。この場合の基金からの繰入額は約２億円を想定
しておりますが、令和８年度、令和９年度にも基金繰入金による激変緩和を行う可能性を
考慮いたしますと、令和７年度の基金繰入額については、２億円程度に抑えることが適当
と考えております。 
最後に、１０ページを御覧ください。こちらは、保険料率改定により生じる具体的な保

険料への影響について、世帯構成や所得額の異なる５つのケースを例にお示ししている
ものでございます。ケース１は、世帯に年金所得のある被保険者が１名のみで、保険料は
医療分と支援分のみ、均等割･平等割が７割軽減の世帯です。この場合、年間の保険料の
増加額は１，３２０円で、１月当たりは１１０円です。本市国保の加入世帯は７割近くが
被保険者が１名のみの世帯ですが、このような、被保険者が１名で保険料が医療分と支援
分のみの、７割軽減の対象世帯は、加入世帯の中で最も多く、２割弱を占めております。
ケース２は、世帯に年金所得のある被保険者が２名で、保険料は医療分と支援分のみ、均
等割･平等割が２割軽減の世帯です。この場合、年間の保険料の増加額は１４，７２０円
で、１月当たりは１，２２７円です。ケース３は、所得のないひとり親世帯で、保険料は
医療分と支援分のみ、均等割･平等割が７割軽減の世帯です。児童扶養手当や養育費につ
きましては、保険料の計算の対象となる所得には含まれないこととなっております。子ど
もは未就学児のため、均等割がさらに５割軽減となります。この場合、年間の保険料の増
加額は１，８２０円で、１月当たりは１５２円です。ケース４、ケース５につきましては、
加入世帯全体の中ではあまり多いケースではございませんが、例えば会社勤めの方が転
職のために会社を辞めて一時的に国保に加入している場合や、会社を退職したばかりの
方などを想定したケースでございます。前年にある程度の所得のある世帯では、世帯によ
って、保険料が年間で数万円、１月当たり数千円増加する場合がございます。このように、
保険料率の改定による影響につきましては、世帯の所得の状況や被保険者の人数によっ
て大きく異なるというところでございます。 

以上で、議題(３) 令和７年度山口市国民健康保険料率（案）についての御説明を終わ
ります。 
【議長】 
 ただ今、事務局から説明がございました。議題(３)に関連する事前質問について、事務
局から回答をお願いします。 
【事務局】 

お手元に配布しております、「事前質問に対する回答」の５ページを御覧ください。議
題(３)について、２点の御質問をいただいております。 

１点目は、県内他市との比較表を示してほしいとの御要望でございます。 
現時点では、他市の令和７年度の保険料率をお示しすることはできませんが、令和６年

度の保険料率の比較表を回答資料の最後に添付しております。後ほど御覧いただけたら
と存じます。 

２点目は、「子どもの均等割を１８歳まで無料にするべきであり、一般会計からの繰り
入れで、国保会計に影響がないようにすることを求める。その場合影響額はどうなるか。」
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との御質問でございます。 
１８歳までの子どもの均等割保険料を無料にする場合に必要な財源は、約３，８００万

円と試算しております。保険料の賦課に関する事項につきましては、国民健康保険法にお
いて「政令で定める基準に従って条例又は規約で定める。」とされておりまして、これに
ついて厚生労働省は、令和４年７月２５日付けの資料「未就学児の均等割保険料(税)の軽
減措置に係る考え方」において、「国民健康保険料(税)を賦課する際、国の基準を超えて、
独自に保険料(税)の減額賦課について条例で定めることはできない仕組み」との見解を
示しています。また、保険料の軽減のため市が独自に一般会計からの繰入を行った場合、
「決算補填等目的の法定外一般会計繰入」に当たり、赤字削減・解消計画を策定し赤字削
減等に取り組む必要があることに加えまして、保険者努力支援制度における評価点が県
と市の両方で減少することにより同制度の交付金収入が減少することとなります。以上
のことから、市が独自に１８歳未満の子どもの均等割保険料を無料にすることは現時点
では難しいと考えております。 
 事前質問に対する回答は以上でございます。 
【議長】 
 その他、御意見、御質問はございませんか。 
【Ａ委員】 

回答資料の５ページですが、この①－２の質問を出したときに、私は別冊資料１０ペー
ジでのケース１～５に対して所得に対する負担率というのをお示ししたうえで、子ども
のいる世帯ほど負担感が高いということを前提にこの質問を出しているわけなのです
ね。そこをこの質問の中で抜かしてもらうと、私の意図が伝わらないと思います。ケース
１では４．７４％、ケース２では１３．９％、ケース４は１８．３％、ケース５は１５．
５％、子どもがいる世帯の方がどうしても人数割りの均等割というのがあるので多くな
るのは分かることですけれども、ケース４の場合は所得に対して１８．３％になるという
ことです。以前、国保の引き下げ運動をやっていたときによく言われたのは、２割の保険
料という人たちもたくさんいるということです。保険料がこんなに高いのは、普通の健康
保険だと会社の負担があって、労働者の負担が半分ということですが、国保の保険料の負
担というのは、会社勤めの人とかの健康保険に比べて倍以上の負担率になっていると思
います。だからこそ、そこの負担率が高いところへの手当てをしないと、こうして保険料
の引き上げを提案されるときに、なにかもっと負担が減る方法はないだろうかと私は私
なりに知恵を絞って提案しているわけなのですね。３，８００万円の財源が必要というこ
とです。他の自治体では、子どもの均等割をゼロにしているという自治体も実際にあるわ
けですね。山口市では国がそういう見解を示しているからとかいうことを口実にされて
いるけれども、この国保の運営というのは自治事務なのですから、本当に地方自治体とし
てどう市民の暮らしと健康を守っていくかということを柱に考えて、この度の保険料率
の改定ということに最大限の努力がいると思います。そういう意味では３，８００万円の
財源負担というのは、山口市の全体の会計から言ったら大した額でもないし、いつも健康
福祉部は不用額というのを多額に残される部署でもありますから、私はこのくらいの額
は、一般会計から繰入れがされて子育て支援という名目をつければ、お金が出せるのでは
ないのかという提案なのですけれども、どうでしょうか。 
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【事務局】 
質問にお答えいたします。まず国民健康保険につきましては、加入者それぞれから均等

割、1人当たりの保険料を徴収している制度となっております。申されましたとおり、社
会保険につきましては、あくまでも被用者のみの給料の報酬月額を基に保険料を支払っ
ているということでございます。ただ、社会保険につきましても被用者、働いている方で、
その扶養者、奥さんや子どもの保険料を賄うような仕組みとなっておりまして、それなり
に働いている方が負担しているというような考え方で捉えられるかと思っております。
また、国民健康保険につきましては、事業費納付金を算定する際の、令和７年度に山口県
全体でこれだけ医療給付費がかかるであろうという県が試算した額に対して、国や県か
ら概ね５０％の公費の負担があるところでございまして、一概にどこからも負担がない
というふうには言えないのではないかと思っております。ただ、保険料を算定した場合に
おいては、やはり働いていない子どもに対しての保険料がかかる、そして負担感が大きい
というところはおっしゃるとおりでございまして、なかなかその辺の御負担をかけるの
は、大変だなというのはもちろん理解しているところでございます。この３，８００万円
という金額につきましても、子育て世帯を支援していくといった中で、多いか少ないか議
論するのはなかなか難しいところでございます。ただ、繰り返しの説明ではございますけ
れども、あくまでも一般会計からの法定外の繰入、これは赤字補填となりますので、仕組
み上厳しく、国はしてはいけないというふうに示しているので、そこを県内で山口市だけ
するというのは難しいと考えております。他市の実施されている市があるというところ
も把握はしているところではございますけれども、そちらの市でどういうふうな手当て
で必要額を賄っているのかというのは、確認してまいりたいところでございますけれど
も、市としては繰り返しにはなりますが難しい、回答資料に記載したとおりの説明になろ
うかと思っております。 
【Ａ委員】 
先ほど課長さんからの公費が半分入っているというお話がありましたけれども、そこ

は大いに議論が分かれるところでありまして、全国知事会も、国の負担が大幅に減ってき
て、医療費給付費の中で以前は４５％国が出していたものが今は３０％程度になってい
て、その差額１兆円ということで、1兆円の国庫負担をさらに求める意見書を出している
ということもあります。協会けんぽとかそういうのは、家族が増えるから保険料が増える
ということがないわけですよね。その制度の中で、所得の多い人で賄っているというとこ
ろもあると思うのですけれども、私は先ほどの課長の説明を違うと思っています。さっき
の話はまた別の場所で議論するので答弁はいりません。 
最後の質問は、今回の改定で所得割のところをプラス１％以内に抑えるということで、

所得割を０．９％増やすというふうに提案がされているわけです。他の応益負担のところ
の平等割と均等割が何％増えているのかと思ったら、ずいぶん増えるなと思うのです。応
能割というのは所得割で、応益割というのは均等割と平等割ですけれども、その負担率の
変化というのは改定してどうなるのかというのがとても気になります。私は能力のある
人に傾斜が傾いた負担割合というのが相応しいのではないかと思うのです。以前の国保
は応能割が７割で応益割が３割という時代もあったと文献で見たのですけれども、今は
それが半分になっているということでありますので、とても中間層にも厳しい現状にな
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っていると思うのですけれども、その応能割と応益割の負担率の変化はどうなるのでし
ょうか。 
【事務局】 
質問にお答えいたします。別冊資料の１ページになりますけれども、真ん中の保険料の

算定方法のところでございまして、応能割につきましては、所得割に対してかかるもので
ございまして５４％、応益割につきましては１人当たり２９％、１世帯に対して１７％と
いう額を割り振るという形になります。保険料が１億円とすれば、そのうちの５，４００
万円を所得割で、２，９００万円を均等割で、被扶養者数で割って 1人当たりの保険料を
出す、１，７００万円を平等割で、世帯数で割って 1世帯の保険料を出す、というふうに
なっております。能力のある方、所得が多い方に対して負担をしていただこうと思えば、
所得割の５４％の割合を大きくする条例改正をすれば可能ではありますけれども、国民
健康保険の加入者が現在、所得がない方が多い中、所得がある方はごく一部に限られてお
りますので、そちらを大きく割り振るというのもなかなか難しいと個人的には思ってい
るところでございます。おおよその割合についてはこの比率で固定しているところでご
ざいます。 
【Ａ委員】 

料金改定するときに所得割がいくらで、均等割が何％で、平等割が何％だという、その
割合の変化がどうあるのかということです。 
【事務局】 
私の方から御説明させていただきます。いわゆる均等割、平等割の上昇率ということで

の御質問と理解したのですけれども、基本的に所得割については１％未満に抑えるとい
うことで整理しました。それと均等割、平等割に関しましては、先ほど事務局から御説明
しましたように、条例でそれぞれの割合、所得割の部分、それから平等割、均等割の部分
が数字として決まっております。これは基本的に今回の保険料率の改定では割合自体を
変えるということは予定しておりません。その結果、平等割１７％、均等割２９％に相当
する部分につきましては、別冊資料９ページにありますように、改定による増加額等とい
うことで出てきます。この額につきまして、例えば所得割は０．９％、平等割、均等割に
関しては所得割を含めて年額平均の保険料を 1 万円未満にするという形で、基金の繰り
入れをいくらにするかということでシミュレートしたところでございます。ですので、平
等割を何％上げます、均等割を何％上げますというようなシミュレーションではなく、結
果として、この増加額、それぞれの均等割、平等割の数値がはじき出されてきたというこ
とでございます。委員が御指摘なさるように、そもそもの保険料の賦課額自体を、平等割、
均等割、所得割それぞれ１７％、２９％、５４％という割合も考えなくてはいけないとい
う発想にもなろうかと思いますけれども、今の時点で割合の改定は予定いたしておりま
せん。 
【議長】 

他にはございませんか。 
【Ｂ委員】 
 先ほどの、事前質問の４ページのところになるかもしれないのですけれども、今後３年
間で負担を急激に上げていくのではなくて段階的に上げていくという中で、今後、上がっ
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ていくということが前提であるということなのですけれども、その上昇していく負担を
いかに抑えるかというのが、すごく必要なことでもあると思うのですが、現状、なかなか
難しい制度の問題もあるとは思うのですけれども、市としてはどういうふうにできる、負
担軽減であるとか、上昇していかないように何か市として援助できる考えがあれば、今後
検討が可能なことがあれば教えてください。 
【事務局】 
 お答えいたします。保険料につきましては、歳出と歳入の差、不足分を保険料で賄うと
いう流れでございますので、まず歳入につきましては、様々な医療費の適正化、保健事業
に対する取組みを行えば国の方から交付金が得られるということで、そういう国からの
交付金をいかにたくさん取ってくるか、保健事業等を頑張っていくというところで、歳入
の確保をしてまいりたい。また歳出につきましては、事業費納付金が大きく占めておりま
すことから、なかなか操作できないところでございます。また、出産育児一時金等につき
ましても操作できないところでございますけれども、なるべく必要な額分の予算を、歳入
予算を確保して、歳出についても可能な限り適正に削減していくというところで、保険料
の抑制を図る、基金繰入金の抑制を図る、そういった方法を考えているところでございま
す。 
【Ａ委員】 
 どうやってこの負担感を軽くするのかというのが、すごい関心事なのですけれども、申
請減免という制度がありますよね。今日の資料にも載っていますけれども、特別な理由が
あったとき、経済的な大きな変化とか、災害など収入が減った人は、４人の申請があった
というのを見ました。申請したけれどもダメだったという人がいることもありました。こ
ういう申請減免が、どの範囲が減免できるのかというのをもっと弾力的に運用して、市民
が大変になったとき、減免ができる制度の対象者をもっと増やすようなやり方というの
も必要なのではないのかなと思います。保険料というのは前年度の所得で計算されるの
ですけれども、その時に職を失うとか、収入が半分以下になったという人が、そういう特
別な理由に当たるのだろうと思うのですけれども、そのボーダーラインのところで、あな
たは対象になりませんと言われると、本当にがっかりされていると思うのですよね。そう
いう意味でも、保険料を上げることには私は反対です。しかしそのうえで、いろいろ工夫
すべきことがあるのではないかと思うのですね。先ほど、子どもの均等割の話をしました
けれども、申請減免ももっと幅広く利用できるような制度にすべきではないか、保険料を
上げるならそのくらいしたらどうか思うのですけれども、どうでしょうか。 
【事務局】 
 減免についてでございます。資料の６ページを今御覧になっておられると思いますが、
その下のところに、非自発的失業者の減免というのがございます。こちらにつきまして
は、自己都合で辞めた場合には該当しないのですけれども、例えば会社が倒産したり、解
雇等になった場合につきましては、それを理由といたしまして、前年度の給与所得金額を
３０％と見なして計算して、保険料の負担感を抑えるという機能はまず１つございます。
生活困難減免につきましては、前年中の所得から比べて、今年の所得が半分以下になって
いなければ、申請減免の対象にならないところでございますけれども、所得のある方、収
入のある方に対して負担がかかっているという国保の制度上、この幅を広げるというこ
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とは難しいところではございますけれども、生活が苦しい方に対して、現在行っている保
険料負担軽減の方策を御案内していければと考えているところでございます。 
【Ａ委員】 
 応能負担の制度の、国保の料率の計算の所得割というところが、給与所得控除の中の所
得とかいう計算だったと思います。このケース４の方は、例えば住民税を計算するときの
所得というのは、こんな高くないはずなのですよ。配偶者控除とか子どもの扶養控除と
か、そういうのを計算したら、住民税を計算するときの所得というのはもっと低いと思う
のですよね。応能負担のところで所得割を計算するときに、住民税を賦課するときの考え
方の所得で保険料の料率をかけていくというふうにすれば、料率も変えざるを得ないと
思うのですけれども、ケース４の方なんかはもっと保険料が低くなるのではないかと思
うのですけれども、そういう考えはどうでしょうか。 
【事務局】 
 お答えいたします。国民健康保険料は、住民税の課税される所得に対して基礎控除額の
４３万円を引いた額で賦課しております。おっしゃるとおり、住民税は社会保険料控除等
の様々な生活にかかる人的控除を引いた額に対して、税金をかけていくところです。そも
そもとして、税と国民健康保険とではベースが違いますのでこれ以上の説明は難しいと
ころでございますけれども、今現在、国民健康保険料は住民税課税所得をベースに計算す
るというふうになっておりますので、山口市においては引き続き同様の方法で計算して
いくというところでございます。地方税法にのっとった国民健康保険税をかけている市
町においても同じように、この合計所得に対して料率をかけて計算していくというとこ
ろも申し上げておきます。 
【議長】 
 予定時間を超過しております。本日は荒天で、夜もかなり悪くなるということでござい
ますので、先に進めさせていただきます。 
 それでは、議題（４）その他についてでございます。事務局の方から、何かございます
か。 
【事務局】 
 特にございません。 
【議長】 
 委員さんの方から何かございますでしょうか。 
 それでは、特に無いようですので、以上で、本日の議事は全て終了いたしました。どう
もありがとうございました。 
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